報告書概要版

障害者自立支援法の影響：ＪＤ調査２００６----第２回調査の結果および第１回調査（２００６年２月時点）との比較

2007年３月　日本障害者協議会

調査結果の要点

障害者自立支援法の影響と収入・支出など経済生活の実態を把握するため、2006年２月と７月に同一障害者（本協議会加盟団体会員など）に２回のアンケート調査を行い、第１回540人、第２回414人の回答を得た。以下はその主な結果である。

＜2006年７月時点の実態＞

（１）調査回答者414人は、男性が女性の２倍で、成人期中心の年齢構成、４分の３が障害年金受給、約７割が障害福祉サービス利用であり、日本の障害者の代表例とは言えないが、機能障害の種類別分布、生活の場の分布、都道府県別分布、所得の分布などからみて、全体を相当程度は反映していると考えられる。

（２）自立支援医療は144人（回答者の35%）が利用しており、その７割は精神障害者であった。７月の外来受診での自己負担額は0円（39％）、2,500円まで（42％）、5,000円まで（16％）、5,000円以上（3％）と6割に１割負担が生じていた。5割以上が費用負担が「増えた」と答えているが、9割近くは医療回数を減らすことなく（減らせず）利用している。

（３）福祉サービスは282人(68%)が利用し、その6割強が通所系サービス（作業所、通所授産又はデイサービスなど）を利用し、ホームヘルプと居住系サービス（グループホーム又は入所施設）をそれぞれ4割弱が利用していた。７月の自己負担額（利用料・食費・交通費などの総額）の平均は、ホームヘルプサービスで6,190円、通所系サービスでは16,765円、グループホームでは35,658円、入所施設では49,735円であった。「住民票・外国人登録票」を家族と別にしたと答えた人が24%みられるなど自衛策を講じているが、今後の福祉サービスの利用については73％が不安を訴えていた。

（４）４月以降の生活の変化は、「預貯金を減らした」31%、「教養娯楽費を減らした」27%、「家族の経済的負担を増やした」33%、「食費を減らした」16%などが目立っている。これらは医療や福祉の自己負担が「増えた」人により強く生じている。

（５）障害者自立支援法についての意見（自由回答）では、法律の内容や運用、地域格差や生活への影響など批判と不安が全回答536件の４分の３を占め、残りは改善運動への期待などであった。

（６）障害者本人の収入を見ると、調査回答者の75%が障害年金、48%が勤労収入（福祉的就労の工賃を含む）を得ていたが、平均月収は107,782円で、57%は10万円未満であった。勤労収入の有無・額と障害年金の有無・額との関連はほとんど無く、所得保障制度の不備・不在が示された。

（７）「生活の必要経費を除いて手元に残るお金」（７月分）は「２万円から３万円」という人が最も多く21%、「１万円から２万円」が15％、「１万円未満」は合計で31％であった。
２月に比べて使えるお金がどう変化したかを項目別に聞いたところ、「娯楽・趣味」、「おやつ・嗜好品・酒・たばこ」、「交際・つきあい」、「旅行」、「理美容」などを中心に「減った」人が多かった。「スポーツ」、「学習・研究」、「ボランテイア活動」、「旅行」、「情報・交流」、「交際・つきあい」など「元もと使っていない」という人も多かったが、自立支援法の実施以降、従来使っていた人々の中でもそれらへの支出が困難になっていることが示された。

＜サービス利用と自己負担に関する２月と７月の比較＞

２月と７月の自己負担額を比較すると、いずれもサービス量の変化はほとんど無いにもかかわらず、自立支援医療では2,509円増、ホームヘルプサービスでは5,341円増、通所サービスでは6,370円増、入所施設では15,540円増となっていた。グループホームの利用料は全体としては減っており、自立支援法により上限が制限され、額が下がった例が多かったことが考えられる。

なお「東京」に比べて「東京以外」では平均ホームヘルプ利用時間が４割以下なのに自己負担は２倍近いなど、地域差も明らかとなり、その格差の拡大傾向も示された。

手元に残るお金は、全体では２月の平均額24,031円から23,471円へと560円の減額になっている。入所施設の利用者の手元に残るお金の平均額は5,553円減少して20,152円である。厚生労働省が示した手元に残る金額25,000円は、実際には残っていない。全体として自己負担額の著しい増加に比して、手元に残るお金の平均額の減少が小さいが、自己負担の増加を家族の負担や預貯金取り崩しでまかなっていることが伺われる。

第１章　調査の概要
１．調査目的
　障害者自立支援法による福祉・医療サービス利用・自己負担・生活費・社会参加などの変化・影響を明らかにするとともに、収入・支出など経済生活の実態を明らかにする。そのため2006年２月と７月に同一障害者に調査することを企画した。

　第１章から８章までは７月調査のまとめ、第９章は第１回と第２回の比較である。

２．調査対象と調査方法
　　50の日本障害者協議会（JD）加盟団体および関連団体を選び、日本の障害者の障害種別分布推計を考慮して対象数を配分し調査を依頼した。

　　第１回調査ではこれら協力団体に合計969票の調査票を送付し、540票(55.7%)が回収された。第２回調査ではこの540人に調査票を送付、385票が回収された。なお、管理表の整備が十分でない団体もあり、第１回調査の回答者ではない人が回答してきた（性、年齢、その他の情報で確認した）場合（29人）もあった。これも第２回報告の分析対象とした。（当然、第１回・第２回比較（第９章）の対象とはならない。）こうして第２回調査の分析対象者は414人となった。

３．調査項目
　第２回調査では、基本属性に加え、自己負担上限額、自立支援医療の種類と自己負担額、福祉サービスの内容・量・自己負担額、生活・支出への影響、収入月額・内訳、自由に使える小遣い額、自立支援法への自由意見などを聞いた。

第２章　回答者の基礎的事項
　性別には「男」が275人（66.4％）で「女」の139人（33.6％）の約倍、年齢別には「40歳以上65歳未満」が198人（47.9％）、「18歳以上40歳未満」が171人（41.4％）と、成人中心の構成であった。

　「主な障害」（有効回答：406）は、「精神障害」が113人（27.8％）、「肢体不自由」が111人（27.3％）、「知的障害」が71人（17.5％）、これが相対的に多い三つの障害である。以下、「内部障害」、「聴覚障害」、「発達障害」、「視覚障害」、「難病」がそれぞれ５％程度を占めていた。回答者414人の中で、「身体障害者手帳」は221人(53.4%)、「療育手帳」は111人(26.8%)、「精神障害者保健福祉手帳」は110人(26.6%)が所持していた。

　「自立支援医療受給者証の有無」（有効回答：319）は、「受給している」が169人（53.0％）、「受給していない」が150人（47.0％）である。「福祉サービス受給者証の有無」（有効回答：304）は、「受給している」が180人（59.0％）、「受給していない」が124人（40.7％）である。

　「主な生活の場所」（有効回答：393）は、一戸建てやアパート・マンション、公営住宅などの「一般住宅」が247人（62.8％）と多く、「入所施設」が70人（17.8％）、「グループホーム」が66人（16.8％）、「その他」が10人（2.5％）になっている。

　「一般住宅」で生活する人の中で（有効回答：244）、「同居者がいる」が187人（76.6％）であり、「一人暮らしである」の57人（23.4％）の３倍程度である。「同居者の人数」（有効回答：185）は、最多が７人、平均人数が2.5人である。

　「調査対象の居住する都道府県」（有効回答：362）は38都道府県にわたっており、市町村」（有効回答：351）は145市町村および特別区にわたっている。

　「加入している医療保険」（有効回答：403）は、「国民健康保険」が272人（67.5％）と突出しており、「企業などの健康保険」が79人（19.6％）、「公務員・教職員などの共済組合」が16人（4.0％）、「その他」が３人（0.7％）、「生活保護の医療扶助」が31人（7.7％）、「加入していない」が１人（0.2％）、「わからない」が１人（0.2％）になっている。

	　主な障害
	人
	％

	肢体不自由
	111
	27.3

	視覚障害
	18
	4.4

	聴覚障害
	20
	4.9

	知的障害
	71
	17.5

	発達障害
	20
	4.9

	精神障害
	113
	27.8

	内部障害
	22
	5.4

	難病
	17
	4.2

	言語障害
	2
	0.5

	その他
	12
	3

	合計
	406
	100

	生活の場　
	人
	％

	一般住宅
	247
	62.8

	入所施設
	70
	17.8

	グループホーム
	66
	16.8

	その他
	10
	2.5

	合計
	393
	100


第3章　自立支援医療とその自己負担　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　全体（414人）のなかで、自立支援医療への回答者及び所得区分（受給者証）を受けた144人（全体の34.8％）を中心に利用状況と影響を見た。

　144人の中で「精神障害」が104人（71.2％）、「精神障害以外」は40人（27.8%）で、障害によって医療の利用状況に違いがある。「精神障害」での回答者全体113人の内104人は9割以上を占め、患者であると同時に障害者である特性が現れており、所得区分においても「精神障害」は生活保護・低所得層（非課税世帯）が７割以上を占めている。

7月の外来受診での支払額を回答者105人で見ると、支払額0円（39％）、2,500円まで（42％）、5,000円まで（16％）、5,000円以上（3％）と6割に１割負担が生じている。回答者の5割以上の人が費用負担は「増えた」と答えているが、9割近い人が受診や医療サービスの利用の回数を減らすことなく「変わらず」に利用している。「減らした」人が７％いることも見逃せない。費用負担が「増えた」と感じているのは低所得層（5割）、中間層（6割）、一定所得以上（7割）の順になっている。

「自己負担上限額管理票」の手続きなどについて、負担が「増えた」と答えた人は3割近くで、6割の人が「変わらない」と答えている反面、自由回答の「医療機関・薬局・グループホーム職員等が事務的手続きはやってくれる」「医療機関に管理してもらっている」等にあるように、個々の利用者ではやりおおせない一面をも見せている。「管理票」の必要性に関しては、「必要性を感じない」（16％）、「なんとも言えない」（30％）、「わからない」（30％）と、8割近くの人が釈然としていない状態にある。

自立支援医療に対応する地方自治体の助成制度を７月に使った人は「精神障害」で26人、「精神障害以外」で12人。従来からある助成制度（福祉医療等）を利用した人は「精神障害」で25人、「精神障害以外」で82人であった。

今後の受診や医療サービス利用に対するおもいについては、回答者369人のうち258人（70％）が「不安である」「どちらかというと不安である」と答えている。障害種別を「精神障害」と「精神障害以外」で見ても、双方とも7割の人が不安を訴えている。障害種別をさらに細かく見ていくと不安の高い順は「聴覚障害」「肢体不自由」「知的障害」「視覚障害」「精神障害」「内部障害」「難病」となっている。自立支援医療の所得区分で不安の高い順は「一定所得以上」（負担上限額２万円および３割負担の区分）では全員（100％）が不安をもち、次いで中間所得層（78％）、低所得層（67％）、生活保護（50％）となっている。負担額の多いほど不安が強い。

　以上から、自立支援医療は地方自治体の助成制度を利用しても支払額0円は4割で、6割の人には確実に1割負担が生じているが、9割の利用者はそれによって受診や医療サービスの利用回数を減らすことはできない継続的医療が必要な状況にあること、また、実際にやってみて「自己負担上限額管理票」の必要性は「わからない」と感じている人が多いこと、そして、今後への受診や医療サービス利用への不安は7割の人が感じており、一定所得以上の人、中間所得層の人にはより深刻に受けとめられており、同時に、生活保護や低所得層の人の半数以上も不安をもっていることなどが見えてくる。
7月の外来医療費支払額　　　　　　　　　　　　　　　「自己負担上限額管理票」への意見

	分　類　項　目
	件数
	　％

	①管理票の必要性やしくみへの疑問・批判
	１６
	２２．９

	②管理票を用いることでの負担・不便さ
	１６
	２２．９

	③管理票では余り負担を感じていない
	　８
	１１．４

	④管理票を知らない・使っていない
	　６
	８．６

	⑤自己負担に関連する批判・不満
	　８
	１１．４

	⑥よくわからない
	　９
	１２．９

	⑦特になし
	　５
	７．１
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第4章 障害福祉サービスとその自己負担

　414人の調査回答者中「福祉サービスを利用している」と答えた人は282人(68.1%)で、この人々に利用内容や自己負担を尋ねた。
　福祉サービスの所得区分(自己負担上限額)で最も多いのが｢低所得2｣で81人(34.6％)であった。｢低所得1｣をあわせると56％を占める。

　7月時点で6割強が通所系サービス（作業所、通所授産又はデイサービスなど）を利用し、ホームヘルプと居住系サービス（グループホーム又は入所施設）をそれぞれ4割弱が利用している。282人が（この区分で見た場合に）410件の利用をしており、一人あたり平均1.45件となる。通所系サービスの利用は18-40歳未満が最も多く、グループホームなどの居住系サービスでは40-64歳未満が最も多いなど、年齢別特徴も見られた。

　ホームヘルプサービスでは利用者数でみると「移動介護」と「身体介護」が最も多く、ついで「家事援助」、「日常生活支援」と続いている。利用時間と自己負担の面では「日常生活支援」が最も多く平均で227.4時間、自己負担額は9,698円となっている。

　全体的にホームヘルプサービスの平均を見ると、月107.5時間の利用（１日３時間半程度）であるが、１時間から686時間まで、0円から37,200円までにばらついている。ばらつきの程度を示す標準偏差は173.3時間、中央値（真ん中の順位の人の利用時間）は22時間と、多くの人は平均値よりはるかに少ない時間数の利用であった。平均して6,190円の自己負担額であった。

　通所系のサービスでは、平均16,765円の自己負担額だったが、作業所と通所授産の間には相当な違いが伺われた。利用日数の違いも大きいが、食事代が12,000円以上も違い、利用料も違うなどで、合計自己負担が、作業所が5,779円であるのに、通所授産では23,427円となっている。

　グループホームでは平均35,658円、入所施設では49,735円の自己負担となっている。グループホームでは食事代が低いが、これは精神障害者のグループホームでは自炊方式が主流であるためといえる。

	ホームヘルプサービスの利用人数、利用時間、自己負担（２００６年７月）

	　
	人数
	時間
	自己負担

	身体介護
	49
	72.6
	5,615.7

	家事援助
	42
	22.7
	1,744.4

	移動介護
	50
	42.7
	2,254.3

	日常生活支援
	22
	227.4
	9,697.9

	行動援護
	3
	22.5
	3,285.0

	その他
	8
	216.4
	4,362.3

	合計
	96
	107.5
	6,190.1

	注）複数利用があるため種別の和と合計は一致しない。人数以外は平均。


　応益（一割）負担開始後の福祉サービスの利用回数の変化を尋ねたところ、利用回数は変わらないという人が４分の３であったが、約１割がやめたり減らしたりしていた。また、約３分の２に当たる66.6％が「費用負担が増えた」と答えている。

「住民票・外国人登録票」を家族と別にしたと答えた人が66人（23.5%）みられるなど自衛策を講じているが、今後の福祉サービスの利用については73.3％が不安を訴えていた。

	通所系サービスの利用人数、利用回数、自己負担（２００６年７月）

	　
	人数
	利用回数
	食事代
	交通費
	利用料
	その他
	自己負担計

	作業所
	49
	14.9
	2,665.6
	1,988.3
	2,736.2
	240.3
	5,779.4

	通所授産
	87
	22.2
	14,720.4
	4,037.5
	8,996.2
	2,667.9
	23,426.5

	デイサービス
	32
	8.9
	3,168.8
	624.1
	3,115.5
	518.5
	6,370.6

	その他
	8
	18.0
	4,963.8
	7,607.1
	6,338.8
	250.0
	18,146.3

	合計
	157
	
	
	
	
	
	16,764.8

	注）複数利用があるため種別の和と合計は一致しない。人数以外は平均。「自己負担計」のみ記し内訳無回答という人もおり、各内訳は回答者のみの平均である。したがって内訳の合計が自己負担計と一致しない。以下の表でも同じ。


	居住系サービスの利用人数、利用日数、自己負担（２００６年７月）

	　
	人数
	利用回数
	食事代
	利用料
	その他
	自己負担計
	　

	グループホーム
	55
	29.0
	12,205.1
	24,930.9
	9,228.1
	35,658.4
	　

	入所施設
	33
	29.1
	37,957.3
	13,772.6
	4,814.9
	49,734.5
	　


応益負担の影響による福祉サービスの変化
	
	人
	％
	肢体
	視覚障害
	聴覚障害
	知的障害
	発達障害
	精神障害
	内部障害
	難病
	言語障害
	その他

	利用をすべてやめた
	4
	1.4
	2
	　
	　
	1
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	利用回数が減った
	24
	8.3
	7
	3
	　
	3
	1
	5
	1
	3
	　
	　

	利用回数は変わらない
	221
	76.5
	74
	11
	1
	57
	9
	47
	4
	8
	2
	5

	利用回数が増えた
	5
	1.7
	1
	　
	　
	2
	　
	1
	　
	　
	　
	　

	初めて利用した
	1
	0.3
	1
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	利用は元々していない
	16
	5.5
	2
	　
	1
	　
	1
	10
	1
	　
	　
	1

	わからない
	18
	6.2
	3
	1
	2
	1
	1
	9
	1
	　
	　
	　

	合計
	289
	100
	90
	15
	4
	64
	12
	72
	7
	11
	2
	6


注）障害の種類別の数字には障害種別無回答の人が含まれていないので、和が合計と

一致しない。

第５章　４月以降の生活の変化と今後の見通し
　全体として、４月以降「預貯金を減らした」117人（31.2%）、「教養娯楽費を減らした」100人(26.5%)、「家族の経済的負担を増やした」125人(33.2%)、「食費を減らした」60人(15.7%)などが目立っている。より詳しく見ると次のようになっている。

（１）「応益負担によって増えた利用料」は、生活費のどの部分に影響を与えているか

「医療に関する費用負担」と「食費」・「教養娯楽費」のクロス集計を見ると、「費用負担」の増減と「食費」の増減とはほとんど関係がないが、「教養娯楽費」では大きく関係していた。「費用負担が増えた」人の方が「変わらない」・「減った」人より２倍程度高い割合で「食費を減らした」と答えていた。

　「福祉サービスに関する費用負担」と「食費」・「教養娯楽費」との関係を見ると、「費用負担」が「増えた」人では、「変わらない」・「減った」人に比べて「食費を減らした」人および「教養娯楽費を減らした」人の割合がとくに高い。

（２）「応益負担によって増えた利用料」は、どのようにまかなわれているのか

＜家族で相殺する＞

　　一人暮らしの場合には「食費」も「教養娯楽費」も同じように減らしているが、同居者がいる場合には「教養娯楽費」は減らしても「食費」は変えずにいる割合が高いといえる。これは、「食費」といった家族で共用でき、スケールメリットが期待できる生活費への影響は、「一人暮らしである」よりも「同居者がいる」ほうが数値として表われにくいが、「共用娯楽費」といった同居家族であっても個別に消費される生活費への影響は、「一人暮らしである」も「同居者がいる」も数値として表われやすいからであると考えられる。

＜預貯金を切り崩す＞

　「医療に関する費用負担」、「福祉サービスに関する費用負担」それぞれと「預貯金」のクロス集計を見ると、「福祉サービスに関する費用負担」も「医療に関する費用負担」も、「変わらない」よりも「増えた」ほうが、「預貯金」を「減らした」割合が「変わらない」割合の２倍から３倍であることがわかる。

　この傾向は、「一人暮らしである」も「同居者がいる」も同様であり、「医療に関する費用負担」の増加も「福祉サービスに関する費用負担」の増加も「預貯金」を切り崩すことによってまかなっていることを示しているといえる。

＜家族の経済負担を増やす＞

　「医療に関する費用負担」、「福祉サービスに関する費用負担」と「家族の経済負担」のクロス集計を見ると、「医療に関する費用負担」も「福祉サービスに関する費用負担」も、「増えた」のほうが、「家族の経済負担」が、「増えた」の割合が３倍以上であることがわかる。

　また、「同居者の有無」と「家族の経済負担」のクロス集計を見ると、「一人暮らしである」と「同居者がいる」では、「家族の経済負担」が「増えた」と「変わらない」の割合が逆転しており、「同居者がいる」ほうが、「家族の経済負担」が「増えた」が相対的に多いことがわかる。

　これは、「応益負担による費用負担の増加」は「預貯金」を切り崩すことによってまかなわれていることに加え、とりわけ同居者がいる場合は、「家族の経済負担」を「増やす」ことがそれを補強していることを示しているといえる。

（３）「今後の医療・福祉サービスの利用」と「社会参加」の見通し

　「今後の医療・福祉サービスの利用」は、「このままの状態を維持する」が288人（74.8％）とほとんどを占め、一方、「今後の社会参加の状況」は、半数程度が今後の社会参加への制約（「悪化」又は「どちらかというと悪化」）を予測している。

　前述のように、医療・福祉サービスの費用負担は増えてもサービス利用は減らしていない、減らすことはできないという実態がここにも表われている。
　今後もサービスの利用は減らさず、利用料負担の増加は、障害者本人の定型的な収入ではなく、預貯金の切り崩しや家族の経済負担といった流動性の高い収入、そして健康に関わる食費や社会参加に関わる教養娯楽費などの支出の削減によってまかなわれるのであろうか。このような本人及び家族の負担は社会的公正を著しく損ねているばかりでなく、こうした無理な負担は長くは続かないものと思われる。
[image: image3.wmf]自由に使えるお金（小遣い）の変化（２−７月）
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	図表５－１９　今後の社会参加の状況

	　
	人
	％

	悪化すると思う
	13.4
	20.9

	どちらかというと悪化すると思う
	18.3
	28.6

	どちらともいえない
	26.6
	41.5

	どちらかというと安心している
	5
	7.7

	安心している
	0.8
	1.3

	合計
	64
	100


第６章　収入と支出

　収入源の種類を見ると、「障害による年金」を受けている人が最も多く約３／４（74.6％）で、ついで半数弱(48.3％)には勤労収入（福祉的就労の工賃を含む）もある。障害種別に見るとどの種類でも障害年金が第１位、勤労収入が第２位である点では共通している。同時に、精神障害では生活保護の割合が高く、肢体不自由では手当が多いという特徴も見られた。

平均月収は107,782円であったが、これ以下の「７万円以上９万円未満」、「５万円以上７万円未満」などの層に比較的多くの人が属している。収入合計額を障害種別に見ると、いずれの種別でも大きな格差が見られた。

　「勤労収入」額の分布は、「5,000円未満」が51人（26.3%）いる一方、「15万円以上」も15人（7.7%）と大きくばらついていた。３万円未満は合計で130人（67.0％）であった。このほとんどは福祉的就労と思われる。

「障害による年金」の分布は、「８－９万円未満」（おもに障害基礎年金１級）が最も多く139人（48.4％）、ついで「６－８万円未満」（おもに障害基礎年金２級）が87人（30.3％）となっている。「６万円未満」（障害厚生年金３級等か）が28人（9.8％）、「９万円以上」（主に障害基礎年金と障害厚生年金の併給か）も33人(11.5％)見られた。障害の種類別には、精神障害者に「６万円未満」と「９万円以上」が比較的多く、肢体不自由者や知的障害者ではほとんどが障害基礎年金の１・２級となっていることが示された。
　20-64歳に限定し、勤労収入額と障害年金額（それぞれ「なし」も含めて）の関係を見たところ、ほとんど関連は見られなかった。かろうじて勤労収入が10万円以上の層で、「８万円以上」の年金を受ける人の割合がやや低いか、という程度のものでしかなかった。障害年金が勤労収入の不足を補う所得保障の機能を果たしていないことが示された。

　「生活の必要経費を除いて手元に残るお金」（７月分）は「２万円から３万円」という人が最も多く、１万円未満は合計で101人（30.5％）であった。「マイナス」の答え（貯金を取り崩しての生活と思われる）も７人に見られた。どの障害種別でも同様にばらつきが大きかった。
２月に比べて使えるお金がどう変化したかを項目別に聞いたところ、「娯楽・趣味」、「おやつ・嗜好品・酒・たばこ」、「交際・つきあい」、「旅行」、「理美容」などを中心に「減った」人が多かった。「スポーツ」、「学習・研究」、「ボランテイア活動」、「旅行」、「情報・交流」、「交際・つきあい」など「元もと使っていない」という人も多かったが、自立支援法の実施以降、従来使っていた人々の中でもそれらへの支出が困難になっていることが伺われた。

	本人の収入源
	
	

	　
	ありの人数
	％
	平均値（円）
	標準偏差

	勤労収入
	200
	48.3
	38268
	61495

	障害による年金
	309
	74.6
	76329
	24727

	その他の年金
	17
	4.1
	120375
	78173

	生活保護
	25
	6
	87591
	66115

	手当
	57
	13.8
	36967
	38429

	その他
	43
	10.4
	55136
	68261

	調査回答者合計
	414
	100
	　
	　


[image: image1.wmf]図表６−９　収入額の分布
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第7章 障害程度区分認定の実施状況と意見

　調査票が配布・回収された2006年９～10月時点で、障害程度区分の認定を「受けた」人は調査回答者414人中この設問への無回答を除く385人の半数（193人、50.1%）であった。生活の場所が「グループホーム」では84.6％、一般住宅」では44.8％、「入所施設」では37.3％であった。ただし「一般住宅」でも「福祉サービスを利用している」人では62.7％であった。肢体不自由者と知的障害者では高く、ほかは低かった。

　「受けた」193人への追加質問では、認定調査員は70.8％が「市区町村の担当者」、受けた場所は自宅・入所施設などほぼ生活の場となっており、認定調査に要した時間は「30分以上60分未満」が52.0%と最も多く、ついで「60分以上90分未満」が26.6%であり、ほとんどの人（78.5％）が認定調査時に家族・施設職員など同席者が「いた」と答え、認定調査について「十分にご自分の状況を聞いてもらえましたか」という問いには、「十分だと感じた」と｢どちらかというと十分だと感じた｣が約6割であったが、｢不十分｣、｢どちらかというと不十分｣も合計1割以上見られた。

　「障害程度区分の認定」についての意見（自由回答）には調査回答者414人中244人（58.9％）が合計289件(ひとり1.2件)の回答をした。

　自由回答は９つの内容に区分されたが、最も多いのは「障害評価のあり方への不満」で78件であった。ほかにも「認定の手法への批判」31件、「区分判定でサービス受給が困難になることを懸念」21件、「認定プロセス・体制への疑問」15件など、この方式への批判が多く、全体として現行制度のような評価項目と手法によっては障害者の生活の困難や支援ニーズを把握することは難しい、というものであった。しばしば指摘される知的障害や精神障害のある人の状態を把握することができにくいという批判も多く見られたが、視覚障害、内部障害、難病、重複障害、難聴などからも同様な指摘がなされた。

第８章　障害者自立支援法への意見（自由回答）  

１．主な回答内容

・275人が一人平均1.9件、合計536件の記載をしており、内容別に13項目に分類された（表参照）。

・自立を阻害することになる，ノーマライゼーションに反している，悪法である，早急に改正を，即刻廃止を等の①自立支援法に対する抵抗･批判が111件（回答者275人中40.4％）。辛い，減免措置があっても実費がかかるので負担増となってしまう，サービスは減らせないので負担増に対応するしかない，親の援助なしでやれない，負担増は家族の生活も圧迫してしまう等の②自己負担（負担増）への批判･抵抗が102件（37.1%）。必要なサービスの質・量が確保できなくなる，職員の数が減ること・質の低下が心配，障害程度区分が低いや利用料負担等から退所となる不安，通所回数を増やすことになったことが負担である，働くのに利用料を払うのはおかしい等の⑥サービスを受けるに当たっての影響等が56件（20.4%）。希望が持てない，利用料負担への不安から妄想状態悪化してしまった，障害者本人が、親が高齢化していく不安，高齢の親が子（障害者）への親亡き後の不安等の⑧精神的負担や不安が47件（17.1%）。手元に残るお金が減り生活が苦しくなった，サービス量を減らさなくては生活の維持ができない，貯金が減っている，家に戻らなくてはならなくなる，具合が悪くなっても医療にかかれない等の⑦生活(費)への影響等が34件（12.4%）など。
・①から⑩が412件で全回答中76.9%である。自立支援法施行にあっての強い抵抗や批判の意見が大半を占めているといえる。

２．障害別13項目分類集計から

・障害は、肢体・視覚・聴覚・知的・発達・精神・内部・難病・言語・その他の10分類。

・項目①②が上位を占め、⑥⑧⑦も万遍なく意見が多く見られる傾向は、全障害共通。

・その他の傾向は、④制度理解・情報に関しての問題の訴えは、精神障害・知的障害に多い（回答21件中各々9件 4件）。⑤手続きにおいての負担等の訴えは精神障害に多い（回答11件中7件が精神障害）。⑧精神的負担や不安は、家族の立場での回答が多い知的障害からの訴えが多い（知的障害の回答者36人中11件）。発達障害からは回答者の半数以上（12人中7件）が⑥サービスを受けるに当たっての影響等を訴えているなど。
・「 重度障害者で在宅生活者の調査を行い、対策を」「質問項目に重度障害者が答えられる
ものが少ない 」などの意見が見られた。応益負担の影響の大きい重度障害者の問題など、

障害の程度による分析も今後の課題。
３.自由回答から 自立支援法の影響について
□現段階では、新たな負担や負担増に必死に対処している

  回答者の多くは、将来的な不安を抱えたまま、定率負担（応益負担）が始まっても、家族の援助や預貯金などで補填し、サービス利用を継続させている。

□新たな負担や負担増の影響が深刻なケース

・通所・入所などのサービス併用の場合

  定率負担の上に、実費負担（食費・光熱水費他）が新たにそれぞれで生じる状況。障害者の自分らしい自立の実現はより困難に。負担増の状況を掴むには、実費負担の実態も把握していくことも必要。

・福祉サービス・医療サービス両方を必要とする場合

  両方で定率負担が発生。障害者の高齢化等による新たな医療ニーズの発生や入院等治療の長期化（障害者医療費助成対象とならない）などの場合は深刻。障害者の医療問題の対策は急がれる課題。

・家族扶養の限界状態は障害者本人にとってもさらに深刻化

  障害者を複数抱える世帯，障害者の扶養を長期に抱える高齢者世帯などは、負担増や新たな負担を乗り切るにはあまりにも酷な実態。このような世帯のさらなる孤立化・潜在化が懸念。障害者本人を社会的自立からより遠ざける状況を生む結果ともなる。

障害者自立支援法への意見（１３項目分類）
	         分            類
	件数
	 ％

	①自立支援法に対する抵抗・批判
	111
	40.4

	②自己負担（負担増）への批判・抵抗
	102
	37.1

	③軽減措置（所得区分）のあり方への批判
	7
	2.5

	④制度理解・情報に関しての問題
	21
	7.6

	⑤手続きにおいての負担等
	11
	4.0

	⑥サービスを受けるに当たっての影響等
	56
	20.4

	⑦生活（費）への影響等
	34
	12.4

	⑧精神的負担や不安
	47
	17.1

	⑨地域格差への批判等
	10
	3.6

	⑩障害程度区分への批判等
	13
	4.7

	⑪改善への要望・運動への具体的提言等
	50
	18.2

	⑫自立支援法への肯定的評価
	19
	6.9

	⑬その他
	55
	20.0

	             Ｔoｔａｌ
	536
	194.9

	（％欄は、回答者275人を100％とした値）
	
	


第9章 医療・福祉サービスの利用と自己負担、自由に使えるお金の変化
第一回調査が行われた2月と、障害者自立支援法が実施された直後の7月における障害者の医療・福祉サービスの利用状況と自己負担について比較した。同一人が第一回、二回とも同じサービスを利用している場合を、サービスごとに抽出して分析対象とした。したがって、途中で利用を辞めた人や開始した人は含まれていない。
①　自立支援医療の自己負担は、平均額で2,509円増額している。

②　ホームヘルプサービスの利用状況は、どのグループにおいても利用時間は２月とあまり変わっていないが、負担額は増えている。全体の平均額の増加は5,341円である。一般住宅居住者の場合は、5,529円、精神障害者以外の場合（平均利用時間は２月125時間、７月124時間）は5,650円、精神障害の場合（同じく２月12時間、７月11時間）は1,117円それぞれ負担増となっている。

③　作業所や授産施設、デイサービスなどの通所サービスも、２月と７月で、利用回数に有意な変化は見られない。しかし負担額は増えている。全体の平均額は6,370円の増加、一般住宅居住者の場合は、8,124円、グループホーム利用者のグループの平均額は、3,099円の増加、精神障害以外の障害ｸﾞループの平均額は8,725円の増加、精神障害のグループでは782円の増加となっている。

④　グループホーム以外の入所施設（入所授産施設など）の利用者の負担は、著しく増額している。平均額が40,029円から55,570円へと、15,540円の増加が見られる。手元に残るお金が、顕著に減っているのもこのグループであり、施設入所者の負担増が著しいことがわかる。

⑤　グループホームを利用している人の利用料の平均額は全体としては減額している。これは、障害者自立支援法以前、グループホームへの補助額は自治体間で非常なばらつきがあり、自立支援法で利用料の上限が決まったために、自己負担額が下がった地域も多いことによると思われる。なお、第二回調査では、家賃、部屋代をその他の欄にまとめて記入する方法になったため、家賃、部屋代を払っているのに記入しなかった人が出た可能性もある。

⑥　手元に残るお金は、全体では２月の平均額24,031円から23,471円へと560円の減額になっている。

グループホーム以外の入所施設の利用者の手元に残るお金の平均額は5,553円減少して20,152円である。障害者自立支援法の自己負担額を算定した時に、厚生労働省が示した手元に残る金額25,000円は、実際には残っていない。

入所施設利用者以外では、自己負担額の著しい増加に比して、手元に残るお金の平均額の減少が小さい。今回の２回の調査では、家計の支出を調査しているわけではなく、障害者本人の手元に残るお金の金額を聞いているので、福祉サービスの自己負担額の増額分を家族の誰が負担しているのかは不明である。しかし、障害者本人が自由に使えるお金が減ったと感じていることは読み取れる。

⑦　東京と東京以外の地域の比較によると、「東京以外」では「東京」に比べてサービスの受給量は少なく、自己負担額ははるかに多く、福祉サービスの地域間格差がみられる。例をあげると７月のホームヘルプサービスは平均利用時間が東京の212.1時間に対し、東京以外の地域の平均利用時間は81.6時間と半分以下であるが、自己負担額の平均額は東京が3,723円、それ以外の地域は7,066円とおよそ倍となっている。そして、この地域間格差は、障害者自立生活支援法施行以前とくらべると拡大している。

⑧　全体として、負担増があるにもかかわらず、サービスの利用量は減っていない。

⑨　障害者が地域で自立した生活をするために欠かせないサービスであるホームヘルプサービスと通所サービスにおいて、自己負担額の増加が顕著である。

2月と7月の比較

	　
	２月平均
	７月平均
	変化
	N

	自立支援医療自己負担額　
	848.1
	3356.8
	2508.6
	28

	ホームヘルプ
	自己負担額
	1759.6
	7101.0
	5341.4
	68

	
	利用時間
	107.6
	105.9
	-1.7
	69

	通所系サービス
	自己負担額
	5121.2
	11490.7
	6369.5
	75

	
	利用回数
	16.6
	16.3
	-0.3
	75

	グループホーム
	自己負担額
	50602.9
	48222.7
	-2380.2 
	41

	
	利用日数
	25.4
	29.3
	3.9
	15

	入所施設
	自己負担額
	40029.4
	55569.6
	15540.2 
	17

	
	利用日数
	28.0
	30.6
	2.6
	11

	手元に残るお金
	全体
	24031.1
	23470.6
	-560.6
	273

	
	グループホーム利用者
	19038.5
	24371.2
	5332.7
	52

	
	入所施設利用者
	25714.3
	20151.8
	-5562.5
	56

	注）通所系サービス：作業所、通所授産、デイサービスなど
	


　注）以上は概要であり、本報告書は日本障害者協議会のホームページで公開してあります。
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４月以降の生活の変化
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図表６－１２　勤労収入別に見た障害年金
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